
 

【 Ⅱ 訪問型サービス・通所型サービス 共通 】 

問１ 各サービスにおいて、１月のサービス提供の上限回数が定められているが、上限回数

を超えたサービス提供はできないということか。 

 

問２ 個別サービス計画とはどのようなものか。 

記録類は、何が必要か。 

問３ サービス選択の基準が不明であるが、どのように選択していくのか。 

 

問４ サービス単価が見直される期間は変わってくるのか。 

 

問５ 訪問型（通所型）サービスＡには「提供拒否の禁止」の規定が無いが、例えば７５歳

以下のみ利用可能、事業対象者のみ利用可能、といった条件を設けても良いか。 

 

問６ 会計を事業所ごとに区分することとされているが、設備を共用して総合事業を行う場

合も、それぞれのサービス種類ごとに区分が必要か。 

 

問７ 常勤・非常勤の判断は、訪問介護（通所介護）での勤務時間数と総合事業での勤務時

間数を合算して行うのか。 

 

問８ 訪問介護（通所介護）の管理者が、総合事業の管理者やサービス提供を行う職員を兼

務する事は可能か。 

 

問９ 総合事業の事業所に対しても監査は実施するのか。 

問 1０ 運営規程及び重要事項説明書は、訪問介護（通所介護）及び介護予防訪問介護（通所

介護）と総合事業を一体的に作成しても良いか。 

 

問 1１ 運営規程及び重要事項説明書には総合事業のサービス名をどのように記載すれば良い

のか。 

 

問 1２ 高松市の被保険者が、高松市外に所在する総合事業の事業所を利用することはできる

か。 

問 1３ 他市町村の被保険者が、高松市内に所在する総合事業の事業所を利用することはでき

るか。 

 

問 1４ 住所地特例の利用者が総合事業を利用する場合、どのように取り扱うのか。 
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問１５ 月額包括報酬で請求する場合、日割り請求が発生する可能性はあるのか。 

 

問１６ 令和元年１０月より、介護予防訪問（通所）介護相当サービスについて１回あたりの

単価になったが、急な利用のキャンセル等があった場合、キャンセル料を請求できる

か。 

 

問１７ 令和元年１０月より、介護予防訪問（通所）介護相当サービスについて１回あたりの

単価になったが、１月の提供回数が一定回数を超え、月額包括報酬が適用される場合

に、１月の５週目のサービス提供について断ることは可能か。（令和元年９月１３日項

目追加） 
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【 Ⅱ 訪問型サービス・通所型サービス 共通 】 

問１ 各サービスにおいて、１月のサービス提供の上限回数が定められているが、上限回数

を超えたサービス提供はできないということか。 

 

 

 介護報酬の算定については、上限回数までとなります。なお、上限回数を超える分につい

て保険外サービスによるサービス提供は可能です。 

 保険外サービスとして実施する場合は、平成３０年９月２８日付介護保険最新情報 Vol. 

678「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取り扱いについて」

を御確認の上、保険外サービス提供に関する取扱等を遵守するようにしてください。 

 

 

問２ 個別サービス計画とはどのようなものか。 

記録類は、何が必要か。 

 

 

いずれも（旧）介護予防訪問（通所）介護と同様であり、具体的には以下のとおりです。 

 

個別サービス計画とは、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を

通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常

生活全般の状況を的確に把握し、利用者の希望を踏まえて、介護予防・日常生活支援総合事

業における通所型サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、所

要時間、日程、サービスの提供を行う期間等を記載したものです。 

 なお、通所型サービスＣにおいては、上記に加え、（旧）介護予防通所介護の運動器機能向

上加算における運動器機能向上計画と同様の内容を盛り込む必要があります。 

 

 事業所で整備しておかなければならない記録は以下のとおりです。   

・従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録 

・個別サービス計画 

・提供した具体的なサービスの内容等の記録 

・利用者に関する市長への通知に係る記録 

・利用者及びその家族からの苦情の内容等の記録 

・サービスの提供により発生した事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

 

問３ サービス選択の基準が不明であるが、どのように選択していくのか。 
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事業対象者のサービス選択については、ケアマネジャーがアセスメントを行う際に、利用

者本人やその家族の意向を聞きながら専門的な視点から判断していくことになります。 

 

 

問４ サービス単価が見直される期間は変わってくるのか。 

 

 

サービス単価につきましては、介護報酬の改定時にあわせて、介護報酬との整合性を勘案

しながら検討していくこととなります。 

 

 

問５ 訪問型（通所型）サービスＡには「提供拒否の禁止」の規定が無いが、例えば７５歳

以下のみ利用可能、事業対象者のみ利用可能、といった条件を設けても良いか。 

 

 

いずれも差し支えありませが、差別・偏見に基づく不合理な理由による提供拒否はできま

せん。 

なお、令和元年１０月の「高松市訪問型サービスの人員・設備・運営に関する基準を定め

る要綱」及び「高松市通所型サービスの人員・設備・運営に関する基準を定める要綱」の改

正に伴い、訪問介護（通所介護）等と訪問型（通所型）サービスＡを一体的に運営する場合

には、訪問型（通所型）サービスＡにも、「提供拒否の禁止」の規定が適用されますので御注

意ください。 

 

 

問６ 会計を事業所ごとに区分することとされているが、設備を共用して総合事業を行う場

合も、それぞれのサービス種類ごとに区分が必要か。 

 

 

それぞれのサービス種類ごとに区分が必要です。具体的な会計処理方法は、それぞれの法

人で適用される会計基準を御確認いただくとともに、会計処理方法の例は厚生労働省課長通

知「介護保険の給付対象事業における会計の区分について（平成１３年３月２８日 老振発

第１８号）」を参照してください。 

なお、社会福祉法人会計基準においては、一定の条件で同一のサービス区分とすることが

できる旨の厚生労働省課長通知「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運 

用上の留意事項について（平成２８年３月３１日 雇児総発第７号、社援基発第２号、障障

発第２号、老総発第４号）」が示されています。 
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問７ 常勤・非常勤の判断は、訪問介護（通所介護）での勤務時間数と総合事業での勤務時

間数を合算して行うのか。 

 

 

【訪問型サービス】 

 介護予防訪問介護相当サービスは、（旧）介護予防訪問介護と同様、訪問介護と人員基準 

を一体的に取り扱います。 

 それ以外のサービスでは、合算せずにそれぞれの勤務時間数で常勤・非常勤を判断します。 

 ただし、訪問介護（介護予防訪問介護相当サービスを含む）と訪問型サービスＡを同一事

業所において一体的に運営する場合は、訪問介護（介護予防訪問介護相当サービスを含む）

における常勤・非常勤の判断は、当該時間帯の訪問型サービスＡでの勤務時間数を算入して

行います。 

【通所型サービス】 

 介護予防通所介護相当サービスは、（旧）介護予防通所介護と同様、通所介護と人員基準 

を一体的に取扱います。 

それ以外のサービスでは、合算せずにそれぞれの勤務時間数で常勤・非常勤を判断します。 

 ただし、通所介護（介護予防通所介護相当サービスを含む）と通所型サービスＡを同じ部

屋で同時に実施する時間帯がある場合は、通所介護（介護予防通所介護相当サービスを含む） 

における常勤・非常勤の判断は、当該時間帯の通所型サービスＡでの勤務時間数を算入して

行います。 

 

 

問８ 訪問介護（通所介護）の管理者が、総合事業の管理者やサービス提供を行う職員を兼

務する事は可能か。 

 

 

介護予防訪問（通所）介護相当サービスは、（旧）介護予防訪問（通所）介護と同様、訪問

介護（通所介護）と人員基準を一体的に取り扱います。 

 それ以外の総合事業のサービスでは、訪問介護（通所介護）事業所の管理上支障がない場

合は、同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障が

ないと認められる範囲内に総合事業の事業所がある場合に、その管理者としての職務に従事

する事ができます。サービス提供を行う職員との兼務については、一定の条件を満たせば兼

務可能です。当該総合事業の事業所が訪問介護（通所介護）事業所と設備を共用している場

合も同じ取扱いです。 

具体的な例は次項のとおりです。 

 

 

改 
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①訪問介護・介護予防訪問介護相当サービスの管理者が兼務できる職務の範囲
訪問介護・

介護予防訪問介護相当

サービス
訪問型サービスＡ

訪問介護・

介護予防訪問介護相当

サービス
訪問型サービスＡ

管理者 ●
同一建物又は隣接
する場合に限る 又は

管理者 ●

直接提供職員 直接提供職員

②訪問型サービスＡの管理者が兼務できる職務の範囲
訪問介護・

介護予防訪問介護相当

サービス

訪問型サービスＡ
訪問介護・

介護予防訪問介護相当

サービス

訪問型サービスＡ

管理者
同一建物又は隣接
する場合に限る

●
又は

管理者 ●

直接提供職員 直接提供職員

※「●」が当該管理者を示しており、網掛け部分が兼務可能な範囲である。

※なお、①～②のいずれの場合も、兼務するそれぞれのサービスで勤務時間を区分する必要がある。

例：「訪問介護・介護予防訪問介護相当サービス」に従事した勤務時間　９：００～１２：００
　　 「訪問型サービスＡ」に従事した勤務時間１３：００～１８：００

訪問介護と総合事業の管理者の兼務について

※ただし、訪問介護、介護予防通所介護相当サービス及び訪問型サービスを一体的に運営する場合は、①・②において管理
者が兼務できる職務の範囲に制限はありません。  
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問９ 総合事業の事業所に対しても監査は実施するのか。 

 

介護保険法第１１５条の４５の７の規定に基づき実施します。 

 

 

問 1０ 運営規程及び重要事項説明書は、訪問介護（通所介護）と総合事業を一体的に作成し

ても良いか。 

 

一体的に作成して差し支えありません。ただし、重要事項説明書等については、利用者が

どのサービスで契約しているか分かるように工夫してください（提供されるサービスの名称、

提供内容、利用料、その他の契約内容等について、事業所と利用者の双方の認識に差異が生

じない記載となっていること）。 

 

 

 

問 1１ 運営規程及び重要事項説明書には総合事業のサービス名をどのように記載すれば良い

のか。 

 

記載例は以下のとおりです。 

例① 

・高松市介護予防訪問介護相当サービス（第１号訪問事業） 

・高松市訪問型サービスＡ（第１号訪問事業）              

・高松市介護予防通所介護相当サービス（第１号通所事業） 

・高松市通所型サービスＡ（第１号通所事業） 

・高松市通所型サービスＣ（第１号通所事業） 

 

例② 

・高松市介護予防訪問介護相当サービス（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・高松市訪問型サービスＡ（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・高松市介護予防通所介護相当サービス（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・高松市通所型サービスＡ（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・高松市通所型サービスＣ（介護予防・日常生活支援総合事業） 
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問 1２ 高松市の被保険者が、高松市外に所在する総合事業の事業所を利用することはできる

か。 

 

【介護予防訪問（通所）介護相当サービス、訪問型（通所型）サービスＡ及び通所型サービス

Ｃについて】 

介護予防訪問（通所）介護相当サービスについては、みなし指定の効力が全市町村に及ん

でいるため、みなし指定を受けている事業所であれば、高松市の被保険者も利用することが

できます。 

 みなし指定を受けていない事業所が、高松市の被保険者を受け入れる場合は、高松市への

指定申請が必要となります。 

 なお、みなし指定の効力は平成３０年３月３１日までとなっているため、平成３０年４月

以降は、みなし指定を受けていた事業所であっても、高松市の被保険者を受け入れる場合、

高松市への指定（更新）申請が必要となります。 

 

 高松市の総合事業による訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ及び通所型サービスＣにつ

いては、高松市外に所在する事業所は実施できません。 

 

【訪問型（通所型）サービスＢについて】 

 地域共生社会推進室に御相談ください。 

 

【訪問型サービスＣについて】 

訪問型サービスＣについては、高松市が市内のサービス提供事業所に委託して実施してい

るサービスであるため、委託契約を締結していない事業所を利用することはできません。 

なお、現在は、高松市内のサービス提供事業所に委託しています。 

 

 

問 1３ 他市町村の被保険者が、高松市内に所在する総合事業の事業所を利用することはでき

るか。 

 

【介護予防訪問（通所）介護相当サービス、訪問型（通所型）サービスＡ及び通所型サービス

Ｃについて】 

介護予防訪問（通所）介護相当サービスについては、みなし指定の効力が全市町村に及ん

でいるため、みなし指定を受けている事業所であれば、他市町村の被保険者も利用すること

ができます（ただし、当該市町村が国の定める基準と異なる取扱いをしている場合は、届出

等が必要になる場合がありますので、当該市町村のホームページ等で御確認ください。）。 

みなし指定を受けていない場合、他市町村の被保険者を受け入れる場合は、当該市町村へ

改 
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の指定申請が必要となります。 

なお、みなし指定の効力は平成３０年３月３１日までとなっているため、平成３０年４月

以降は、みなし指定を受けていた事業所であっても、他市町村の被保険者を受け入れる場合、

当該市町村への指定（更新）申請が必要となります。 

 

 訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ及び通所型サービスＣについては、他市町村の被保

険者は利用できません。 

 

【訪問型（通所型）サービスＢについて】 

地域共生社会推進室に御相談ください。 

 

【訪問型サービスＣについて】 

 各市町村の総合事業の内容により対応が異なりますので、被保険者が属する市町村の訪問

型サービスＣ担当の所管課にお問い合わせください。 

 

 

問 1４ 住所地特例の利用者が総合事業を利用する場合、どのように取り扱うのか。 

 

 住所地特例該当者については、居住する施設が所在する市町村の被保険者と同様の取扱い

となります。 

【高松市内の施設に居住、住所地特例により他市町村の被保険者の方】 

上記の問１２及び問１３においては、高松市の被保険者である場合と同様に取り扱う。 

【高松市以外の市町村の施設に居住、住所地特例により高松市の被保険者の方】 

 上記の問１２及び問１３においては、施設が所在する市町村の被保険者である場合と同様

に取り扱う。 

 

※なお、保険者市町村と施設所在市町村で総合事業の開始時期が異なる場合、住所地特例対

象者が利用できるサービスは下表のとおりです。 
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問 1５ 月額包括報酬で請求する場合、日割り請求が発生する可能性はあるか。 

 

 １月の提供回数が一定回数を超え、月額包括報酬が適用される場合で、日割り請求の対象

事由に該当するときは、日割り請求となります。日割り請求の対象事由については、平成３

０年３月３０日付厚生労働省事務連絡「介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送

付について（確定版）」における「月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について」を御確

認ください。 

 

※なお、請求に関する具体例については下表のとおりです。 

（＊下表は、「要支援２の利用者」を想定して作成しています。） 

①日割り請求が適用されない場合 

〇事例１（●＝サービス利用日） 

月 火 水 木 金 土 日 

１ 

● 

２ 

 

３ 

● 

４ ５ ６ ７ 

８ ９ 

 

１０ １１ １２ １３ １４ 

１５ 

● 

１６ 

 

１７ 

● 

１８ １９ ２０ ２１ 

２２ 

● 

２３ 

 

２４ 

● 

２５ ２６ ２７ ２８ 

２９ 

● 

３０ 

 

３１ 

● 

    

サービス利用実績が月８回を超えていないため、１回あたりの単価での請求となり、日割り

請求は適用されません。 

〇事例２（●＝サービス利用日） 

月 火 水 木 金 土 日 

１ 

● 

２ 

 

３ 

● 

４ ５ ６ ７ 

８ 

● 

９ 

 

１０ 

● 

１１ １２ １３ １４ 

１５ 

● 

１６ 

 

１７ 

 

１８ １９ ２０ ２１ 

２２ 

● 

２３ 

 

２４ 

● 

２５ ２６ ２７ ２８ 

２９ 

 

３０ 

 

３１ 

● 

    

サービス利用実績が月８回を超えていないため、１回あたりの単価での請求となり、日割り

請求は適用されません。 

 

 

 

ショートステイ利用 

ショートステイ利用 
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②日割り請求が適用される場合 

〇事例３：月途中にショートステイ等を利用した場合（●＝サービス利用日） 

月 火 水 木 金 土 日 

１ ２ 

● 

３ ４ 

● 

５ ６ ７ 

８ ９ 

● 

１０ １１ 

● 

１２ １３ １４ 

１５ １６ 

● 

１７ １８ 

● 

１９ ２０ ２１ 

２２ ２３ 

● 

２４ ２５ 

● 

２６ ２７ ２８ 

２９ ３０ 

● 

３１     

サービス利用実績が月８回を超えているため、月額包括報酬での請求となり、日割り請求が

適用されます。 

〇事例４：月途中で契約開始した場合（●＝サービス利用日） 

月 火 水 木 金 土 日 

１ ２ 

★契約日 

３ 

● 

４ ５ ６ ７ 

８ 

● 

９ 

 

１０ 

● 

１１ １２ １３ １４ 

１５ 

● 

１６ 

 

１７ 

● 

１８ １９ ２０ ２１ 

２２ 

● 

２３ 

 

２４ 

● 

２５ ２６ ２７ ２８ 

２９ 

● 

３０ 

 

３１ 

● 

    

サービス利用実績が月８回を超えているため、月額包括報酬での請求となり、日割り請求が

適用されます。 

〇事例５：月途中で契約解除した場合（●＝サービス利用日） 

月 火 水 木 金 土 日 

１ 

● 

２ 

 

３ 

● 

４ ５ ６ ７ 

８ 

● 

９ 

 

１０ 

● 

１１ １２ １３ １４ 

１５ 

● 

１６ 

 

１７ 

● 

１８ １９ ２０ ２１ 

２２ 

● 

２３ 

 

２４ 

● 

２５ ２６ ２７ ２８ 

２９ 

● 

３０ 

★解除日 

３１ 

 

    

サービス利用実績が月８回を超えているため、月額包括報酬での請求となり、日割り請求が

適用されます。 
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問 1６ 令和元年１０月より、介護予防訪問（通所）介護相当サービスについて１回あたりの

単価になったが、急な利用のキャンセル等があった場合、キャンセル料を請求できる

か。 

 

可能です。なお、キャンセル料を請求する場合は、運営規程や重要事項説明書にその旨を

記載し、予め利用者から同意を得ておく必要があります。 

 

 

問 1７ 令和元年１０月より、介護予防訪問（通所）介護相当サービスについて１回あたりの

単価になったが、１月の提供回数が一定回数を超え、月額包括報酬が適用される場合

に、１月の５週目のサービス提供について断ることは可能か。（令和元年９月１３日項

目追加） 

 

御質問の内容については、「提供拒否の禁止」に該当するものと考えられるため、５週目の

サービス提供について、正当な理由なく断ることはできません。 

なお、正当な理由とは、①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合、②利用

申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、③その他利用申込者に

対し自ら適切な指定介護予防訪問（通所）介護相当サービスを提供することが困難な場合を

指します。 

新 

新 


